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1.は じ め に
本稿 はA.H.Halsey,H.Lauder,P.BrownandA.S.Wells(eds,),Education:Culture,
Economy,andSociety,OxfordUniversityPress,1997とい うリーデ ィングズの第四部 に収
録 され たP.BrownのThe'ThirdWave':EducationandtheIdeologyofParentocracyと
い う論文 を取 り上げ、そ の主 な論点 を紹介す るものであ る。第四部 は政治 、市場及 び学校の有
効性 とい う題 が付 け られ、八本 の論文 によ って構成 され る。 ブ ラウ ンの論 文に入 る前 に、 まず
第四部 の概要 を要約 す る。
第四部 は主 として学校教育 に市場競争原理 を導入 しよ うとす る動 きに対 して議論 を行 うもの
で ある。 この動 きを推進 す るのはいわゆるニューライ トとい うイデオ ロギーで ある。 このイデ
オ ロギーは社会 の倫 理 と秩序 を維持す るたあに強力な国家主導が必要 であ ることに加 え、個人
の 自由裁量及 び 自由市場 の利点 をいかさなけれ ばならないとい うことであ る。 この考 えはアメ
リカの レーガ ンとイギ リスのサ ッチ ャー政権を導 いていた もので ある。教育政 策においては、
1988年 にサ ッチ ャー政権が強行 に通過 させ た教育改革法案が このイデオ ロギ ーを最 も具体化 し
た例 である。 この教 育改革法案 は後に詳 しく述 べることにす る。
第四部 におけ る議 論 は戦後、教育機会 の均等化を図るめ あの政策 が解決 で きなか った課題を、
自由市場 のメカニ ズムによ って改善 で きるか否 かというところにあ る。教 育機会の均等 とい う
理念 は戦後 の民主 社会の看板 として掲 げ られ、 それを実現 す ることに よって、個人の属性 によ
る社会的不平等 や貧 困な どの問題 を解決 することが期待 され ていた。 例えば、イギ リスの場合、
コ ンプ リヘ ンシブ ・スクールへの公立学校 の統合政策や教育行政 の地方 分権化 などの政策 が挙
げ られる。 だが、 こうい う政策 の恩恵 を蒙 るはずの労働者階級 の子 弟 は学業達成 において大 き
な進展が見 られず、 む しろ、 イギ リスの教育水準が全体 的に劣化 する事態 を招 いて しまってい
る。果 た して教育 水準が どれ ほ ど低下 してい るのか は明 らかに されて いな いが、1979年 に労働
党 のカ ラハ ン政権 を破 って誕生 した保守党 のサ ッチャー政権 は こうした事態 に対処す るため、
教育機会 の均等 とい う理念 を損 ないかねない教育改革政策 を打 ち出 した。 詳細 は後の1988年 の
教育法案 の説 明に述 べ ることにす るが、基 本的な立場は学校教育 に市 場原理 を導入 し、多様性
教育 ・社会 ・文化研究紀要 第5号
に富んだ教育を提供するものである。つ まり、保護者が子供をどの公立学校に入学させるかと


























する労働党の勢力を一一掃する作戦の一環である(森 嶋1988)。 戦後か ら、イギ リスの教育 は地
方分権化され、学校教育の運営は各地方教育委員会(LocalEducationAuthorlty,LEA)に
任されている。特に、 ロン ドン市内の各ボーロー(Borough=学 区)の 教育 はILEA(Inner
㎞ndonEducationAuthority)に よって運営 されていた。労働党の支持者 は多 くの地方及び
ロンドンのボーローの教育委員会を支配 していた。それゆえ、保守党は新たな教育政策を実施
するには、まず、各公立学校を地方教育委員会の手から切 り放さなければな らない。 もう一点
は、この教育法案は戦後、追い求めてきた教育機会の均等 という理念をほぼ放棄 し、親の教育
選択権の尊重 と市場原理 という名のもとに以前の選抜的な教育システムに逆戻 りしているとい
うことである。
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この法案は1987年 の夏にサッチャー内閣の教育担当のK・ ベーカーによって出された。わずか
のニ ケ月の民間の意見徴集期間を設け、多 くの反対意見を押 し切って翌年にほぼ原案のままに
国会を通過 させた。 サッチャー政権のこうした強行姿勢はイギ リス国内の教育関係者か ら厳 し
い批判を浴びた。改革法案の具体的な内容は中等教育に限 って、以下の各点にまとめる(Simon




す。 これによって、教育の消費者側はより多 くの学校の選択肢が与え られ、教育の提供者側は
学生数を自由に決め、入学希望者から最 も学力の高い生徒を入学させることができる。第三、
公立学校は基本的な授業活動が無料で、課外活動などの特別な教育活動の場合は生徒か ら費用






たにシテ ィ・テクノロジ ・カレッジ(CTC)を 設置し、技術教育を希望する学生を誘致する。つ
まり、地方教育委員会 という以前か ら存在する地方分権の枠組みを残 しながら、それを空洞化
させ、 自然的に消滅 させる狙いがある。第五、ナショナル ・カリキュラムの設置。全国の公立
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金援助を行うことにとどめ、その後のことは親と学校に任せるとい うことである。ただし、こ
どもの教育機会が親の財産によって決められるとはいえ、必ず しも今後の教育拡大の可能性が











なく、上述 したパ レントクラシーのイデオロギーが支配する時代である。言 うまでもなく、こ
の第三波という分析概念はA・ トフラーの著書であるr第 三波」か らヒントを得たものである。
トフラーが今までの社会発展を三段階に分けるという分析手法に習 って、 ブラウンは産業革命
後のイギリス社会における教育発展を三っの段階に分けて、各時代における教育発展の特徴を
示 した。第一破 は十九世紀後半か ら下層階級を対象とする公立の初等教育が始 まった時代であ
る。 こうした労働者のための学校教育は主に彼らの生活に役立つ基本的な読み書 きの知識を教
えることである。第二波は、第一波の属性本位の教育か ら年齢と適正 と能力 に基づ く教育へ移
行す る時期である。社会地位は個人の業績と教育達成によって決め られる。ただ し、ハルゼー
が指摘 したように、戦後のイギ リス社会は一貫してこうした業績本位に基づ くリベラルな社会
改革が行われて、一定の成果が得 られた ものの、未だに教育機会の平等 という目標が達成され






ギリスにおける政策論議の中心となったのか、また、 この新 しいイデオロギーは教育 と国家 と
の関係を理解することに対 していかなる意味を持つのかという問題を考察する。
4.第 一 波





























る上に、能力に基づいた教育選抜を行 うことが望まれる。つまり、R・ ターナーが提示 した競
争移動という理念型の社会移動の規範に近い教育システムを築 くのは戦後の教育発展の傾向で
ある。競争移動 と対立するのは庇護移動という移動規範である。 夕一ナーはイギ リスの教育シ
ステムが庇護移動型に近 く、アメリカの方が競争移動型に近似すると書いた。戦後のイギリス
の教育 システムは公立学校の総合化政策に見 られるように、庇護移動から競争移動へ移行 して
いたが、変化が遅かった。


















差別をな くそうとしているが、性別差別にはなんら関心を示 されていないと批判 されている。
イギ リスにおける教育機会の均等化を図るためには、上述 した戦後の三本柱の学校教育を コン
プリヘ ンシブ ・スクールへ一本化しなければならない。実際、六十年代か ら七十年代にかけて、
公立学校をコンプ リヘンシブ・スクールへ統合する努力がなされてきた。階級による学業達成
の格差 は根本的に解決されていないが、一部の労働者階級の生活状況と教育達成が改善された




ブラウンは以上の問題に対 して次のような答えを提示 した。それは、庇護型の教育 システム
を打ち壊すために用いられたふたつの重要な理念、つまり機会均等と経済効率は、今ではかえっ
て、コンプリヘンシブ ・スクールの政策の致命傷となるということである。 このふたつの目標
は未だに達成されていないからである。七十年代の石油 ショックによる経済危機か らイギ リス
の経済は低迷 し続けていて、八十年代の初頭になって若者の失業問題がより深刻化 していった。
イギリス経済の不況の原因は教育政策の失敗に求められ、一部の雇用者 は学校教育が産業界の









学生がみずから必要とする教育を受けることもできな くなった。 しか し、教育水準が下が った
という証拠は未だに現れていない。問題は教育水準がどれほど下がったかということではなく、
ライ トにとって、教育水準というのは教育課題であると同様に、彼 らの気質と関わる問題で も
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の国にも見 られる。 しか し、イギリスの場合はそれがうまく行かない。教育と産業界との関係
は選抜対総合教育、国家主導の教育対市場主義の教育という大きな政治的な論議と深 く関わっ
ているからである。 ライ トは絶えず、第二波の教育政策を批判 し、教育と社会階層 と権力との
関係をより明白にしようとしている。よって、選抜 と多様性に富んだ学校教育を望むわけであ





均等を達成す ることが難 しいということである。特に、1976年 に誕生 した労働党のカラハン政
権 は経済の不況で自ら推進 した総合教育政策が逆に自分の政権に大 きな負担 となった。なぜな
ら、イギリスはほかの国と違 って終始、総合教育の理念が広範に民衆の支持を得 られなかった
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か らである。その政策の最大受益者である労働者階級も総合教育の施行が今までの生活を大き
く改善することを期待 していなか った。1979年 に保守党のサ ッチャー政権が成立 した後、経済
低迷の原因が教育政策に転嫁 されていたため、保守党は戦後か ら行 ってきた リベラルな改革を
現今の社会問題の原因として確認 し、1988年 の教育改革法案にみ られるような急進的な教育改
革を強行する論拠を確立 した。




とができ、彼 らの社会的なエリー ト地位を再生産することが可能 となる。 したが って、学歴を
求める中流階級の需要が高まり、社会地位の再生産における学校の役割が重要となってくる。




ホワイ ト・カラーまで波及 してくる時代 となってきた。学歴や資格を取得するのは将来の生計
に保険をかけるためと見なされる。













国からの介入は、社会が効率的に機能するために、階級や性別や人種に関わ らず、最 も適 した
























ブラ ウンはこの論文 のなかで、イギ リスの教育発展を三段階 に分 け、各段 階における教育 イ
デオロギーの特質を分析 した。 トフラーの 「波」 とい う分析手法 に習 って、各時期 における教
育政策 を支 え るイデオロギーの変化、 っまりエ リー ト主義か ら均等主義 を経 て 自由市場主義へ
の変遷過程 を論 述 した。 また、 この 自由市場主義を具現化 したパ レン トクラシーの概念 を新 た
に提示 した。 こう したパ レン トクラシーに基づ いた教育政策 は国家 と教育 との新 しい関係 を作
り出す ことにな る。 ブ ラウ ンはこの論文 での議論を1988年 のイギ リス教育 改革 法案を もとに し
て いるが、 パ レン トクラシーのイデオロギーはイギ リスだけに留ま らず、オース トラリアやニュー
ジー ラン ドを は じめ、 ほかの国へ も波及す る可能性 がある と指摘 してい る。
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